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図1 総人口と人口減少率の推移
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（２）人口減少の要因

○ 人口減少の要因は､震災以前から社会減に大きく依存しており､震災後の人口減少は避難指示区域等
の設定や被災に伴う避難等による社会減（県外転出）の増加に起因している。

○ 人口減少数に占める社会減の割合に着目すると､震災前の平成22年3月の88.7％から震災後の平成
24年3月には90.4％にまで拡大した反面､徐々に縮小基調に転じ､直近の平成28年3月には82.5％
と震災前を下回る水準にまで収束している。

図2 要因別人口減少数の推移
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（１）総人口の減少傾向

○ 本県の人口は震災以前から減少傾向にあったものの､震災後にその傾向が拡大し､国勢調査が行われ
た平成22年10月（約203万人）から平成27年10月（約191万人）までの間に約12万人が減少した。

○ 人口の減少率に着目すると､震災直後の平成23年､24年には震災前を大きく上回る減少を記録した
反面､以降は縮小傾向に転じ､平成26年､27年は震災前を下回る水準で推移している。

１ 人口の状況

ふくしまの人口と経済の状況 参考資料１

女性人口と出生数の減少 高齢化の進展

従業者の減少

（４）ふくしま創生総合戦略による人口減少対策

○ 復興の取組とともに構造的な人口問題を解決するため､「福島県人口ビジョン」の「2040年に総人
口“160万人”程度の確保」の実現に向け､平成31年度までの目標や具体的な施策をまとめた「ふ
くしま創生総合戦略」を平成27年12月に策定した。

○ 総合戦略で設定している4つの基本目標に従い“しごと”を創り､“ひと”の好循環を生み出し､人
口減少に歯止めをかけるための施策（プロジェクト）を精力的に展開して行く。

（３）人口減少による影響

○ 女性人口の減少率は震災前を上回る水準で推移しており､出産適齢期といわれている15歳から49歳
の女性人口が震災直後に大きく減少したことなどから､出生数が震災前を下回る状況が続いている。

○ 震災を契機とした若い世代の社会減などから､全国水準を上回る水準で高齢化が進むとともに､県内
事業所の従業員数も大きく減少し､地域や産業を支える人の不足が続いている。
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図4 男女別人口減少率の推移
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図５ 年齢階層別女性人口と構成比の推移

平成27年9月

女性人口 985,188人
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図６ 出生数の推移
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図7 高齢化率の推移
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図8 市町村別高齢者の割合
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図10 市町村別従業者数の増減率
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図9 従業者数の推移

①ふくしまの雇用･起業創出プロジェクト

②「しごと」を支える若者の定着･還流プロジェクト

③農林水産業しごとづくりプロジェクト

⑥切れ目のない結婚･出産･子育て支援プロジェクト

④ 定住･二地域居住推進プロジェクト

⑤観光コンテンツ創出プロジェクト

⑦「リノベーションのまちづくり」プロジェクト

社会減
の拡大

社会減
の収束

（出典）現住人口調査月報（福島県）

（出典）現住人口調査月報（福島県）

（出典）現住人口調査月報（福島県）

（出典）現住人口調査月報（福島県）

（出典） 平成27年版高齢社会白書（総務省）、
福島県調べ

（出典） 事業所･企業統計調査（総務省）
平成21年経済センサス、平成26年経済センサス（平成26年は帰還困
難区域及び居住制限区域を含む調査区域を除く。）活動調査産業横
断的集計（総務省統計局）

（注）・平成21年10月から平成22年9月までは平成17年国勢調査、平成22年10月から平成27年9月までは平成22年国勢調査、平成27年10月
以降は平成27年国勢調査速報値に基づく福島県現住人口調査結果

・人口減少率（％）＝（翌年10月1日現在の人口－当年10月1日現在の人口）／当年10月1日現在の人口×100
ただし、平成26年から平成27年にかけた人口減少率は､当年10月1日から翌年9月1日までの11ヶ月で算出している。

各月の人口は各月1日現在の人口

※ 人口減少率の算出方法は図1と同じ
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（２）復旧･復興需要

○ 震災からの復旧･復興による需要の拡大に伴い､建設業やサービス業などの業種では生産額を大きく
伸ばしている。（平成26年度の建設業及びサービス業の生産額の合計は県内総生産の約3割を占める。）

○ 雇用情勢に着目すると､建設業･サービス業に関連する職業では慢性的な求人超過（人手不足）が発生し
ており､復旧事業の遅れや産業の拡大を阻害する要因の一つとなっている。

（１）県内総生産額の推移

○ 震災の影響により県内総生産は平成23年度に大きく落ち込んだものの､復旧･復興需要により以降は
回復基調に転じ､平成25年度以降は震災前を上回る水準で推移している。

○ 産業区分別に見ると､建設業を含む第二次産業の伸びが著しい反面､農林水産業からなる第一次産業
は平成26年度でも8割程度までしか回復していない状況である。

（４）経済の復興に向けて

○ 建設業等における生産額の伸びは復旧･復興需要に大きく依存していることから､持続的な経済の復
興･発展に向け､再生可能エネルギーや医療関連機器､ロボット､航空宇宙など､ふくしまの将来の礎と
なる新たな産業の振興を進めていく。

○ 農林水産物をはじめとした県産品や観光産業等における風評の払拭･加速度的に進む風化の防止に向
け､平成27年度に策定した復興計画(第三次)“風評･風化対策強化プロジェクト”や“福島県風評･
風化対策強化戦略”に基づき､販売強化やプロモーション､情報発信等の取組を進める。

（３）風評の影響

○ 第一次産業の復興を阻害する要因の1つには原発事故に伴う風評があり､販路回復の障害となってい
るとともに､米や桃などの県産農林水産物価格に（全国平均との）価格差を生じさせている。

○ また､風評は観光業にも深刻な影響を及ぼしており､観光入込数や教育旅行における県内宿泊者数な
どは､いまだ震災前の水準まで回復していない状況である。

図11 県内総生産額（名目）産業3区分の推移

２ 経済の状況
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図13 建設業の生産額（名目）の推移と対22年度比

図14 サービス業の生産額（名目）の推移と対22年度比
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図15 職業別雇用情勢
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図16 県産米価格と全国平均との価格差の推移
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図17 県産もも価格と全国平均との価格差の推移
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図18 観光客入込数
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図19 教育旅行における県内宿泊者数
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再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ関連産業

原子力に依存しない安全･安心
で持続的に発展可能な社会の実
現を目指す。

ロボット関連産業

世界市場を視野に入れたﾛﾎﾞｯﾄ
関連産業の集積を目指す。

医療関連機器関連産業
日本をﾘｰﾄﾞする医療関連産業の

一大拠点を図る。

航空宇宙関連産業
中核企業･技術力の高い企業が

立地する強みを活かし､産学官の
連携による産業集積を図る。

ふくしま医療機器開発支援センターふくしま医療機器開発支援センター
福島空港メガソーラー

（見学台･追尾式システム）
福島空港メガソーラー

（見学台･追尾式システム）

災害対応ロボット災害対応ロボット

（出典）(株)菊池製作所（出典）(株)菊池製作所
イメージイメージ

（出典）平成26年度福島県県民経済計算（早期推計）の概要（福島県）

（出典）平成26年度福島県県民経済計算（早期推計）の概要（福島県）、公共職業安定所業務取扱月報（福島労働局）

（出典）ふくしま復興のあゆみ＜第17版＞（福島県）、福島県調べ


